芦屋市通いの場づくり事業　補助事業該当者チェックリスト
（法人格を有している団体用）

	受付日
	
	通いの場の名称
	

	団体名
	
	代表者名
	


＜確認事項＞
	項　目
	内　容
	確認
	備　考

	補助対象事業

（第4条関係）
	開催日時、従事したスタッフの氏名、参加者の氏名、活動内容、金銭の収支状況を活動記録として記録すること。
	□
	

	
	営利を目的としないこと及び政治活動又は宗教活動を目的とする事業でないこと。
	□
	

	
	特定の趣味の集まり等の参加者が限定される事業でないこと。
	□
	

	
	市から他の補助金等の交付を受けて実施する事業でないこと。
	□
	

	
	市の委託契約に基づき実施する事業でないこと。
	□
	

	検査等

（第13条関係）
	市長は、交付決定者に対し、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、必要な限度において、補助金の使途について必要な指示をし、報告書の提出を命じ、又はその状況を実地に検査することができる。
	□
	

	帳簿の備付け
（第14条関係）
	補助対象事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確に区分し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。
	□
	

	
	交付決定者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助対象事業の完了又は廃止の日から５年間保存しなければならない。
	□
	

	交付決定の
取消し等
（第15条関係）
	市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金があるときは、その全部又は一部の返還を命じることができる。

(1)偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2)その他この要綱又は関係法令の規定に違反したとき。
	□
	

	その他
	市、地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター）、関係団体等と積極的な連携を図り、活動の活性化に努めること。
	□
	


	
	市は、交付決定者の連絡先等の通いの場の内容について、市が作成する広報物、市ホームページ等で公開することができる。
	□
	


＜審査事項＞
	項目
	内容
	審査欄

	補助

対象

事業
	活動内容を次に掲げる内容とすること。

１　茶話会、カフェ、会食等のサロン・交流会の開催

２　体操、運動

３　レクリエーション

４　健康相談等相談会
５　専門職による介護予防教室等の開催

６　趣味活動（他の活動内容の一部であること）

７　その他市長が適当と認める活動
	【活動内容】

【実施方法】

□高齢者の介護予防（①）
□多世代交流の場（②）

	
	①②いずれかを実施すること。
①運動器機能向上、口腔機能向上、栄養改善、認知症予防のいずれかの介護予防活動その他市長が必要と認める介護予防活動を１回当たり３０分以上実施すること。
②参加者同士の交流を図るプログラムを１回当たり３０分以上実施すること。
	

	
	１人以上のスタッフ（ボランティアを含む。）を設置すること。
	【運営者数】

　　　　　人

	
	参加者が特定の地域居住者・特定の人に限定されず、広く地域住民を受け入れられる体制であること。
	【開催場所】

	
	通いの場が開催されている旨の周知に努めること。
	【周知方法】

	
	①②いずれかを実施すること。
①１回の開催につき、参加者の半数以上が高齢者であり、少なくとも１０人以上の高齢者（スタッフを除く。）が参加すること。
②１回の開催につき，世代や属性を問わず市内に住所を有する者が１０人以上（スタッフを除く。）参加すること。
	【実施方法】

□高齢者の介護予防（①）
□多世代交流の場（②）

【参加者数見込（全体）】
　　　　　人
【高齢者の参加者数見込（①のみ）】
　　　　　人

	
	原則として、月４回以上又は年間４０回以上開催し、１回当たりの開催時間は２時間以上とすること。
※年度の途中から補助対象事業を開始した場合は、月割の回数に交付決定を行った月の翌月から年度末までの間の月数を乗じて得た回数を年間に開催しなければならないこととする。この場合において、算出した年間開催回数に端数が生じた場合は、これを切り上げるものとする。
	【開催回数】
□月４回以上（年間４０回以上）
※年度途中から開始した場合

　年間　　　　回以上で可（月割）
　　　　　　回（年間）
【開催時間】
　　 時　 　分　～　　 時　 　分

        時間（１回当たり）

	参加
者負
担金
	食糧費等の実費相当額を徴収することができる。
	【参加費】　　　　　　円
（内訳）



	
	補助対象経費を参加者の負担とする場合は市に相談すること。
	

	
	補助金額は、補助対象経費から参加者の負担金等を控除した実支出額であること。
	

	補助

対象

経費
	人件費・食糧費(お茶・お弁当等)は補助の対象外であること。

	【補助利用経費】

□報償費　□旅費　□消耗品費
□印刷製本費　□光熱水費
□保険料　□郵便料

□使用料及び賃借料　□備品購入費
□その他経費（　　　　　　　　）

	
	補助対象経費は、補助対象事業に要する経費のうち、交付決定の日以後に発生したものであること。
	

	
	国又は地方公共団体等が支出する他の補助金の交付又は交付決定を受けている場合は、当該補助の対象となる経費については補助対象経費から除く。
	□あり　　□なし

【補助対象事業名】

（　　　　　　　　　　　　　　）

【補助内容】



	補助
の

金額
	年度の途中から補助対象事業を開始した場合は、月割の金額に交付決定を行った月の翌月から年度末までの間の月数を乗じて得た金額を補助の上限額とする。この場合において、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
	250,000円÷12か月×　　　か月
＝　　　　　　円（切り捨て）


	
	【月４回以上（年間４０回以上）の開催】

年間２５０，０００円上限
	【補助金額】

　　　　　　　円

	その他
	


確認事項及び審査事項について、令和　　　年　　　月　　　日確認しました。　受付者　　　　　　　
